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伊方発電所の状況について

資料４
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はじめに

伊方発電所３号機は、令和元年１２月２６日に発電を停止し、第１５回定
期検査を開始しており、当初、令和２年３月２９日の発電開始を予定して
いたが、令和２年１月1７日の広島高等裁判所における仮処分で「伊方発
電所３号機の原子炉を運転してはならない」との決定が出されたことに伴
い、発電再開時期は未定となっている。

また、本年１月にトラブルが連続して発生したことを受け、１月２５日よ
り定期検査の作業を中断しています。

定期検査以外では、特定重大事故等対処施設をはじめ、中長期な安全対策
工事を継続して進めています。

伊方発電所１号機については、平成２９年９月１２日より廃止措置作業を
開始しており、順次作業が進捗しています。

本日は、これらの伊方発電所の状況について、ご報告いたします。
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年　月

項　目

12/26 解列

▽

総合負荷性能検査

4/27

主　要　工　程

運 転 ・ 試 験

原 子 炉 容 器

燃　　　　  料

１次冷却材ポンプ

１次冷却系主要弁等

蒸 気 発 生 器

タ ー ビ ン 設 備

電　 気 　設 　備

計　 装 　設　 備

換 気 空 調 設 備

原 
 

子 
 

炉 
 

設 
 

備
　
等

3/25 原子炉起動

3/29 並列
▽

▽

▽

分解点検および軸封部点検

１次系主要弁点検 他

１次冷却系降温

原子炉容器
開 放 他　

燃料検査

燃料取出

伝熱管渦流探傷検査及び評価等

２次系水質調整

発電機・励磁機点検

１・２次系計器の点検・校正

換気空調用ファン及びフィルタ点検等

タービン分解・点検  

潤滑油浄化

75%

90%

50%

100%

燃料装荷

原子炉容器復旧

起動試験

各種試験

2 7680

RCS降温 各種試験

起動試験

 

原子炉制御系制御装置取替工事 他

令和２年

1月
2月

令和元年

12月
4月3月

機能検査

17%

１．伊方発電所３号機第１５回定期検査の概要
（１）工程

1/25作業中断

○ 定期検査は、令和元年１２月２６日より開始しており、当初は３月２９日に発電を再開する計画として
いましたが、広島高等裁判所の決定により、運転再開は未定となっています。

○ また、１月にトラブルが連続して発生したことから、１月２５日から定期検査の作業を中断し、現在、
トラブルの原因究明および再発防止策の検討を進めています。
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①原子炉制御系制御装置取替工事
通常運転時における主給水制御系、加圧器圧力制御系等の１次系プラント制御機能等を担う原子
炉制御系制御装置の一式取替を行い、設備の機能維持を図る。

②高エネルギーアーク損傷対策工事
電気盤内で短絡事故が発生し、さらに、アーク放電が長時間継続した場合に盤内の可燃物が燃焼
し、火災に至る可能性があることから、速やかにアーク放電を除去できるよう保護装置の動作時間
の短縮等を行う。

③燃料集合体の取替
燃料集合体全数１５７体のうち、３７体（ＭＯＸ燃料※１１６体含む）を新燃料に取り替える予定と
しており、新燃料の一部として、ＭＯＸ燃料（５体）および４．１％ステップ２燃料※２（８体）を用
いる予定。

※１ ウラン・プルトニウム混合酸化物燃料
※２ 現行の燃料（ウラン２３５濃縮度約４．８％）と設計、材料、燃焼度が同じで、ウラン濃

縮度が低い燃料（ウラン２３５濃縮度約４．１％）を導入することで、次サイクルの運転
計画に伴った、より最適な燃料配置を行えることから、これまでよりウラン資源の有効利
用ができる。

１．伊方発電所３号機第１５回定期検査の概要
（２）主要な工事および燃料集合体の取替
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制御弁 ポンプ 伝送器

取替対象

通信ケーブル

制御ケーブル

凡例

中央制御室

その他

制御装置

原子炉制御系

制御装置

１次系プラント制御機能等を担う原子炉制御系制御装置の一式取替を行い、設備の機能維持を図る。

１．伊方発電所３号機第１５回定期検査の概要
【参考１】原子炉制御系制御装置取替工事
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電気盤内で短絡事故が発生し、さらに、アーク放電が長時間継続した場合に火災に至る可能性がある。
このため、速やかにアーク放電を除去できるように、上流の遮断器※１の遮断時間を短く変更する。ま
た、自動で遮断する機能を有さない遮断器※２は、アーク放電による事故電流を検知し、遮断器を切とす
る機能を追加する。

G

負荷

所内
変圧器

500kV送電線 187kV送電線

メタルクラッド開閉装置
（非常用）

予備
変圧器

主変圧器

発電機

Ｂ系へ Ｂ系へ

遮断器の下流側でアーク放電が継続した場
合に、速やかに除去できるよう遮断器の遮
断時間を変更

Ａ系

※１ ※１

※１

パワーセンタ（非常用）
コントロールセンタ（非常用）へ

※１

※１：

Ｄ/Ｇ 変圧器

凡例：■　遮断器「入」

　　　□　遮断器「切」

メタルクラッド開閉装置でアーク放電が継続
した場合に、速やかに除去できるよう、自動
で切とする機能を追加

※２：

※２

※１

※１

１．伊方発電所３号機第１５回定期検査の概要
【参考２】高エネルギーアーク損傷対策工事
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新規制基準において設置が要求されている特定重大事故等対処施設は、原子炉建屋等への故意による
大型航空機の衝突やその他のテロリズムによる重大事故に対し、原子炉格納容器の破損を防止するため
の機能を有する施設であり、既設安全対策設備のバックアップ施設として設置する。

本施設については、平成２９年１０月に原子炉設置変更許可を受けており、現在、５分割して申請し
た工事計画のうち、３つの認可をいただき、残り、２つの工事計画の審査を進めているところである。
また、令和元年６月に現地工事に着手し、実施可能な範囲で現地工事を進めている。

２．伊方発電所の中長期的な安全対策など
（１）特定重大事故等対処施設（１／２）

格納容器スプレイ

原子炉容器

（※）

原子炉格納容器

加圧器逃がし弁

電源設備、計装設備、
通信連絡設備

水源

緊急時制御室

減圧操作設備

注水設備

 原子炉格納容器
 過圧破損防止設備

特定重大事故等対処施設

水素濃度低減設備（※）
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平成29年度 平成30年度 平成31年度/令和元年度
令和2年度 申請範囲

12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3

工
事
計
画

既設建屋内設備

・注水設備等の配管

新設建屋
・水源と緊急時制御室

等を内包する建屋

新設建屋内設備

・注水設備等の配管等

新設建屋の一部

・機器や配管等の荷重

を受ける建物等

新設建屋および新設建

屋内設備

・原子炉格納容器過圧

破損防止のための圧

力低減設備および建

物等

▼(12/7)第１回申請 ▼(3/25)認可

▼(3/16)第２回申請

▼(5/11)第３回申請

▼(8/13)第４回申請

▼(7/11)第5回申請

第５回審査

▼(7/11)第４回補正申請

▲
設置期限

（令和３年３月２２日）

第１回審査

第３回審査

第４回審査

(12/24)認可▼

第２回審査

▼(10/10)認可

【設置変更許可】
・平成２８年 １月１４日 原子炉設置変更許可申請
・平成２９年１０月 ４日 原子炉設置変更許可

【工事計画申請】

現地工事

▼(6/21)

２．伊方発電所の中長期的な安全対策など
（１）特定重大事故等対処施設（２／２）

第４回審査

▲
現在



非常用電源設備の信頼性向上のため、新規制基準で設置した既設の空冷式非常用発電装置に加え、非
常用ガスタービン発電機の設置を自主的に進めており、現在、機器の設置などは完了しており、国の使
用前検査が終了すれば、運用を開始できる予定。

図１ 交流電源設備 概要図

３号機
四国中央西幹線（２回線）

非常用ディーゼル発電機（従来設備）

空冷式非常用発電装置（1,825kVA×２台）、

300kVA電源車

非常用ガスタービン発電機（6,000kVA×１台）

伊方北幹線（２回線）

伊方南幹線（２回線）

２号機

平ばえ支線（１回線）

亀浦変電所

亀浦変電所からの配電線

号
機
間
融
通
ラ
イ

ン

500kV

187kV

187kV

66kV

【伊方発電所】

図２ 非常用ガスタービン発電機

図３ 非常用ガスタービン発電機建屋 （建設中）

項 目 設 備 概 要

型 式 空冷式ガスタービン発電機

設置場所
ＥＬ．３２ｍ
専用建屋（非常用ガスタービン発電機建屋）内

建 屋 高さ：約１５ｍ 幅：約３６ｍ 奥行：約２６ｍ
個 数 １

容 量 ６，０００ｋＶＡ

燃 料

・重油
・専用の燃料油貯油槽・燃料油移送ポンプを
設置
・定格負荷で７日間の連続運転が可能

起動要領 中央制御室で起動

9

２．伊方発電所の中長期的な安全対策など
（２）非常用ガスタービン発電機
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平成２９年５月１日、「設置許可基準規則※」等の改正が行われ、有毒ガスが発生した場合でも発電所
の運転や事故対応に影響が生じないように、適切な防護措置を講じることが求められた。
（経過措置：令和２年５月１日以降に定検が終了した日迄）

※ 実用発電用原子炉及びその附属施設の位置、構造及び設備の基準に関する規則

〇法令改正に伴う要求事項

〇当社の対応
・伊方発電所内外の有毒化学物質を特定し評価した結果、全量漏えいした場合でも有毒ガス防護のた
めの判断基準値を下回るため、検出装置及び警報装置の設置による検知がなくとも、運転員等は、
中央制御室等に一定期間とどまり、支障なく必要な措置をとるための操作を行うことができること
を確認した。

・予期せぬ有毒ガスの発生に対する対応として、酸素呼吸器の配備、装着の手順・体制を整備すると
ともに、酸素呼吸器の補給に係るバックアップ体制などを整備することとした。

・原子炉設置変更許可申請書について、上記内容を反映し、平成３１年２月７日に原子力規制委員会
に提出し、令和２年１月２９日に許可を得ている。

・有毒ガスが発生した場合に適切な処置をとるために、有毒ガスの発生を検出し、検出した際に
中央制御室等に警報するための装置などを設けなければならない。
・中央制御室の運転員等の防護に関し、以下の措置などを講じること。
①要員の吸気中の有毒ガス濃度を有毒ガス防護のための判断基準値以下とするための手順・体
制を整備すること。
②予期せぬ有毒ガスの発生に対応するため、要員のうち運転員及び初動対応を行う者に対する
防護具の配備、着用等運用面の対策を行うこと。

２．伊方発電所の中長期的な安全対策など
（３）有毒ガス防護対策（バックフィット対応）



平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

主要工程

施設定期検査

燃料搬出

汚染の除去

汚染状況調査

管理区域内の
解体計画作成

２次系

機器・建家等
の解体・撤去

１回目 2回目 3回目 4回目 5回目 6回目

▼廃止措置計画認可（6/28）

▼地元了解（9/8）

▼廃止措置作業開始（9/12）

廃止措置計画○
変更認可申請▽

新燃料： 1号機新燃料貯蔵庫・使用済燃料貯蔵施設→加工事業者へ

調査方法の検討

解体計画作成

余熱除去系統、
化学体積制御系統
の汚染の除去

使用済燃料：
１号機使用済燃料貯蔵施
設から３号機使用済燃料
貯蔵施設へ

汚染状況調査（各所の線量測定、物量調査）

原子炉容器、炉内構造物サンプル採取

解体・撤去方法の検討

２次系機器等の解体・撤去

▼廃止措置計画変更認可申請（10/10）※

▲
現在

１号機の廃止措置は、使用済燃料の３号機への搬出、汚染状況の調査、２次系機器・建家等の解体など、
計画通りに進捗している。

※ ２号機の廃止に伴い１号機の廃止措置計画について、１，２号機共用施設の解体を２号機の廃止措置で行うことなどを明確化する等の変更
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３．伊方発電所１号機の廃止措置の状況
（１）廃止措置（第１段階）の実施状況



※２ 六ヶ所再処理工場は令和３年度上期竣工予定

〇 １号機の使用済燃料貯蔵設備に貯蔵していた使用済燃料２３７体は、平成３０年６月より３号機の使用済
燃料貯蔵設備への輸送作業を開始し、令和元年９月に輸送が完了した。
〇 ３号機へ輸送した１号機の使用済燃料は、廃止措置終了までに再処理事業者に譲り渡す。
〇 １号機の原子炉補助建家内に貯蔵している新燃料は、第１段階の期間中に加工事業者に譲り渡す。

使用済燃料構内輸送の状況

１号機 原子炉補助建家

使用済燃料貯蔵設備

新燃料貯蔵設備

新燃料：28体

使用済燃料：237体

新燃料：68体

使用済燃料乾式貯蔵施設※１

使用済燃料
乾式貯蔵容器

再処理事業者※２加工事業者

※１ 令和５年度運用開始予定
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３．伊方発電所１号機の廃止措置の状況
（２）燃料の搬出

３号機 燃料取扱棟

使用済燃料貯蔵設備

使用済燃料(１号機分)：189体

令和元年９月完了



今後の適切な解体撤去工法と手順の策定、および解体撤去工事に伴って発生する放射性物質発生量の評
価精度の向上を図るため、汚染状況調査方法を検討し、管理区域内に設置されている設備の放射能を調査
する「放射能調査」および設備の物量を調査する「物量調査」を実施することとした。
（１）放射能調査：放射化汚染
・運転履歴や設計情報を基にした計算による評価および解体対象施設から代表試料を採取して放射
能量の分析を行う。
・今年度は、原子炉容器および炉内構造物から試料を採取しており、次年度以降に採取した試料の
分析および計算による評価を行う。

（２）放射能調査：二次的な汚染
・配管および機器の外部から線量当量率の測定を行うとともに、代表試料の分析や計算で核種組成
比の評価を行う。
・今年度から線量当量率の測定を開始し、次年度以降に核種組成比の評価を行う。

（３）物量調査
・管理区域に設置されている機器類の重量等を調査する。
・今年度は、原子炉補助建家地下１階（Ａ／Ｂ４．２ｍ）に設置されている機器類の調査を実施し
ており、次年度以降、順次、他エリア（原子炉補助建家、原子炉格納容器）の調査を行う。

平成３０年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度

汚染状況調査

（３）物量調査

【基本工程】

（２）放射能調査：二次的な汚染

（１）放射能調査：放射化汚染

原子炉容器等から試料採取 分析および計算による評価

線量測定、核種組成比の評価

他のエリア（原子炉補助建家、原子炉格納容器）A/B 4.2m

8/5▼

3/18▼

10/11▼

３．伊方発電所１号機の廃止措置の状況
（３）汚染状況の調査

13

▲
現在
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今後の解体計画を策定するため、放射能レベルが高い原子炉容器等の放射能量を把握する必要があるこ
とから、専用の試料採取装置にて原子炉容器および炉内構造物の金属サンプルを採取した。今後、採取し
たサンプルの分析を社外機関にて実施する。
なお、今回使用した専用の試料採取装置は、原子力事業者における相互協力（西日本５社※アライアン
ス）での廃止措置実施における協力の一環として、関西電力・九州電力・当社の３社で共同調達した。

原子炉容器のサンプル採取

原子炉容器サンプル

３．伊方発電所１号機の廃止措置の状況
（４）原子炉容器、炉内構造物サンプル採取

【原子炉容器、炉内構造物サンプル採取位置】

※ 西日本５社：北陸電力、関西電力、中国電力、九州電力、四国電力



平成２９年度 平成３０年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

２次系

機器・建家等
の解体・撤去

解体・撤去方法の検討 タービン建家外機器撤去 タービン建家内機器撤去

復水脱塩装置
エリア

主変圧器エリア
脱気器エリア

タービン建家

【基本工程】

２次系機器・建家等の解体・撤去方法および解体・撤去範囲について検討し、第１段階では、タービン
建家の機器およびタービン建家周辺エリア（復水脱塩装置エリア、主変圧器エリア、脱気器エリア等）の
機器について解体・撤去を行うこととし、平成３１年１月から令和元年９月に復水脱塩装置エリアの機器
の解体・撤去作業を実施した。

 
UP

DN

B

C

A

UP

DN

DN

B

D

A

１ｕ  T／ B 塩酸貯槽上屋

工具庫

復水脱塩装置室

予備変圧器
EL +10250

起動変圧器
EL +10200

風除室

倉　庫

換気機械室

EL +10200

(B)

主変圧器

発電機

ポンプ室

所内変圧器
所

起

廃液中和機

パワーセンター P/C　 [EL+10.230]

UPDN

１ｕ   脱気器他建屋

原子炉格納施設

原子炉補助建家

電

換気機械室 (A)

Ea E

3
8
0
0
0

1
0
0
0

90500

172500

搬  入  口

タービン建家

A

81 10

原子炉補助建家

タービン架台

２号１号機

 

Ａ 

  
Ｅ 

１号機原子炉補助建

家 
  

 

１号機タービン建家

内 

復水脱塩装置エリア 

脱気器エリア 

 

 １号機 脱気器エリア

復水脱塩装置エリア 主変圧器エリア

復水ブースターポンプ・モータの撤去（復水脱塩装置エリア）

撤去前 撤去後タービン建家平面図

家

▲
現在

15

３．伊方発電所１号機の廃止措置の状況
（５）２次系機器・建家等の解体・撤去
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〇 放射性気体廃棄物
・原子炉運転中と同様に処理を行ったうえで、監視しながら排気筒から放出しており、昨年度および本年度第３四半期まで
の放出状況は、１，２，３号炉合算値で放出管理目標値を下回っている。（表１のとおり）

〇 放射性液体廃棄物
・原子炉運転中と同様に処理を行ったうえで、監視しながら放水口から放出しており、昨年度および本年度第３四半期まで
の放出状況は、１，２，３号炉合算値で放出管理目標値を下回っている。（表１のとおり）

〇 放射線業務従事者の被ばく
・解体工事準備期間１０年間の推定値約１．４人・Ｓｖ（１，４００人・ｍＳｖ）に対し、廃止措置段階の原子炉施設保安
規定を施行した平成２９年７月７日～令和元年１２月末までの被ばく線量は７４．４９人・ｍＳｖであり、当初の計画値
を下回っている。
・個人の１日の管理線量１ｍＳｖに対し、上記期間中の１号機における被ばく線量は最大で０．６１ｍＳｖ／日である。

廃棄物
平成３０年度
累積放出量

令和元年度
第３四半期までの
累積放出量

放出管理目標値
（１，２，３号炉合算値）

放射性
気体
廃棄物

希ガス 検出限界未満※１ １．５×１０８Ｂｑ ９．５×１０１４Ｂｑ／年※２

よう素
（Ｉ－１３１）

検出限界未満※１ 検出限界未満※１ ４．４×１０１０Ｂｑ／年※２

放射性液体廃棄物
（トリチウムを除く）

検出限界未満※１ 検出限界未満※１ ７．４×１０１０Ｂｑ／年※２

表１ 放射性廃棄物の放出実績 表２ 放射線業務従事者の被ばく線量の推移

※１ 検出限界未満とは、放射性気体廃棄物・放射性液体廃棄物中の当該放射性物質濃度の測定値がすべて
検出限界濃度未満であることを示す。
なお、検出限界濃度は「発電用軽水型原子炉施設における放出放射性物質の測定に関する指針」に示さ
れる測定下限濃度を満足している。
仮に当該期間中、測定下限濃度（放射性液体廃棄物はコバルト-60 に対する値を代表とする）で検出が継
続したと想定した場合における放出放射能量を試算すると、平成３０年度においては、放射性気体廃棄物
の希ガスは2．0×1014 Bｑ、よう素１３１は7．0×10７Bq、放射性液体廃棄物は5．2×107Bｑとなる。
また、令和元年度第３四半期までにおいては、放射性気体廃棄物のよう素１３１は5．2×10７Bｑ、放射性液
体廃棄物は3．6×10７Bｑとなる。

期 間
被ばく線量
（人・ｍＳｖ）

個人の１日の
被ばく線量の最大
（ｍＳｖ／日）

平成２９年７月７日～

平成３１年３月３１日
６９．２８ ０．６１

平成３１年４月１日～
令和元年１２月３１日

５．２１ ０．１５

合 計 ７４．４９ －

※２ 平成３０年１０月１０日に廃止措置計画変更認可申請をしており、認可後は放出
管理目標値が以下となる。
希ガス：3.7×10１４Bq/年、よう素：7.7×10９Bq/年、
放射性液体廃棄物：3.8×10１０Bq/年

３．伊方発電所１号機の廃止措置の状況
（６）放射性廃棄物放出状況等
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